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１．産業の動向 

●経済産業省「鉱工業指数（確報・原指数）」によると、5 月は、生産（20.4％増）、出荷（21.0％増）、

在庫（0.8％減）となった。生産では、電気機械工業(22.0%増)、 情報通信機械工業(10.5%増)、化

学工業（4.8％増）等が上昇し、輸送機械工業(34.7%増)、パルプ・紙・紙加工品工業(3.0%増)、食

料品・たばこ工業(3.2%減)等が低下した。出荷では、一般機械工業（46.2％増）、輸送機械工業（37.3%

増）、食料品・たばこ工業(3.5%減)等が低下し、鉄鋼業(63.1%増)、電気機械工業(21.8%増)、化学

工業 (3.6%増)等が低下した。在庫では、食料品・たばこ工業(34.9%増)、輸送機械工業（27.6％増）、

化学工業(4.2%減)等が上昇し、電気機械工業（14.4％増）、鉄鋼業（0.4％増）、一般機械工業(25.9%

減)等が低下した。 

●経済産業省「鉱工業指数（確報・原指数）」によると、5 月の稼働率指数は 84.0 で、前年同月比

25.4%増となり、前月比で 1.5%の減尐であった。また、生産能力指数は 106.5 で、前年同月比 1.9%

増となり、前月比では変わらなかった。 

●経済産業省「第 3 次産業活動指数（原指数）」によると、5 月の第 3 次産業活動指数は、1.1%増と、

4 ヶ月連続でプラスであった。業種別にみると、機械器具小売業（24.2%）、自動車卸売業（19.1％）、

電気機械器具卸売業(19.0%)、金融商品取引業(18.4%)等が増加したが、その他の機械器具卸売業

(28.9%減)、 衣服・身の回り品卸売業(25.8%減)、貸金業(20.8%減)等が減尐した。物流関係では、

航空貨物運送業（24.5％）、水運貨物運送業（12.1％）、道路貨物運送業(9.4%)、鉄道貨物運送業

（2.9％）、倉庫業（1.3％）等が増加した。 

 

 

 
（出所）経済産業省「鉱工業指数」、「第 3 次産業活動指数」 

〔注〕生産：鉱工業生産、出荷：鉱工業出荷、在庫：鉱工業生産者在庫、第 3 次産業：第 3 次産業活動指数 

図１ 産業動向の推移（前年同月比伸び率） 
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２．消費の動向 

 

●総務省「家計調査」によると、5 月の 2 人以上の世帯の実質消費支出は 0.7%減となった。品目別

にみると教育娯楽用耐久財(46.7%)、自動車等購入(41.4%)、寝具類（29.0％）、自転車購入(28.0%)、

他の光熱(26.8％）等が増加した。一方、教科書・学習参考教材（60.2％減）、一般家具（39.6％減）、

和服（31.6％減）、室内装備・装飾品(30.1%減)、冷暖房用器具 (24.3%減)等が減尐した。 

●個人消費の動向を左右する雇用・賃金情勢については、総務省「労働力調査」によれば、5 月の完

全失業率（原数値）は 5.2%となった。また、厚生労働省「毎月勤労統計調査（確報）」によると、

5 月の現金給与総額は、規模 5 人以上の事業所で 0.1％の増加となった。 

●経済産業省の「商業動態統計調査（確報）」によると、5 月の小売業販売額は 2.9％増加し、5 カ月

連続で増加した。百貨店販売額は 4.1％減尐し、スーパー販売額も 2.8％減尐した。 

 

 

（出所）全世帯実質消費支出：総務省統計局「家計調査」 

    小売業販売額、百貨店販売額、スーパー販売額：経済産業省「商業動態統計調査」 

図２ 消費動向の推移（前年同月比伸び率） 
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３．貿易の動向  

 

●財務省「貿易統計（確報）」によると、5 月の輸出額は 32.1％増の 5 兆 3098 億円で、6 ヶ月連続

で増加を記録した。輸入額は 33.6％増の 4 兆 9938 億円で、5 ヵ月連続で増加した。輸出額から輸

入額を差引いた貿易収支は、3160 億円のプラスとなり、4 カ月連続で貿易黒字となった。 

●品目別にみると、輸出では、繊維機械(98.2%)、金属加工機械（78.3％）、建設用・鉱山用機械（75.6%）、

鉄鋼(73.7%)、ベアリング(62.8%）、自動車(51.9%)等が増加した。輸入では、非鉄金属（131.5%）、

鉄鋼(101.3％）、液化石油ガス(81.8%)、航空機類(81.6%)、自動車(66.9%)、非鉄金属鉱(64.7%)等が

増加した。 

●地域・国別にみると、輸出では、中東欧(70.1%、うちロシア 177.2%)、大洋州（65.7％）、アフリカ

(40.7%)、中東(39.0%)、アジア（34.4％、うち中国 25.3%）、北米(16.8％、うちアメリカ合衆国 17.7%）、

西欧(18.2%、うち EU17.4%)等が増加した。アメリカ合衆国・EU 向けでは自動車の、中国向けでは

半導体等電子部品が伸びた。輸入では、中東欧(119.5%、うちロシア 141.4%)、中東(46.4%)、大洋

州(41.5%)、アジア(36.0%、うち中国 32.4%)、中南米(35.5%)、アフリカ(22.4%)、北米（20.8％、う

ちアメリカ合衆国 23.5%）、西欧(9.2%、うち EU10.9%)等が増加した。中国は衣類・同付属品、ア

メリカ合衆国は穀物類、EU は医薬品が増えた。 

 

 
 

 
 

（出所）財務省「貿易統計」 

図３ 貿易動向の推移（前年同月比伸び率） 
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４．貨物輸送の動向 

 

JR 貨物 
 

6 月は、下旬に西日本の広い範囲で大雨による輸送障害が頻発し、月全体で

は高速貨 21 本、専貨 2 本が運休した。 

荷動きについては、景気回復に伴い輸出産業をはじめとした製造業の出荷が

回復したことから、月間を通し堅調に推移した。 

コンテナ貨物は、農産品・青果物、積合せ貨物が前年を下回ったものの、自

動車部品、家電・情報機器等が前年を上回り、全体では前年比 105.8%となった。

農産品・青果物は、21 年産の民間流通米の不作により減送となった。また、積

合せ貨物は一部顧客の荷量減尐により減送となった。一方、自動車部品、化学

薬品等は、昨年の生産調整の反動及び輸出産業の生産回復に伴い増送となった。

さらに家電・情報機器は、メーカーのモーダルシフトの取組みに加え、国内及

び海外の需要回復が進み増送となった。 

車扱貨物は、石油、セメント・石灰石等が前年を下回り、全体では前年比 95.9%

となった。石油は、燃料転換等に伴う需要減により減送となった。 

 

 （出所）平成 22 年 7 月 JR 貨物ニュースリリース「輸送動向について」 

●トラック輸送 国土交通省「トラック輸送情報」によると、4 月の特別積合せ貨物は、前年

同月比で約 28 万トン増え、5.0%の増加となった。宅配便貨物の取扱個数につ

いては、前年同月で約 1,028 万個増え、4.2%の増加となった。一般貨物につい

ては前年同月比で 6.7%増と 4 カ月連続で増加した。 

●長距離フェリー  日本長距離フェリー協会によると、5 月のトラック航送台数は、3%増の 8 万

8517 台であった。航路別にみると、東四国～北九州（104%）、中京～東東北

（35％）、京浜～東四国(30%)、北陸～北海道(18%)、京浜～北九州（17％）、

東東北～北海道（11％）、阪神～北九州(8%）が増加した。 

（出所）JR 貨物「輸送動向」から作成 

 

図４ ＪＲ貨物の輸送動向の推移（前年同月比伸び率） 
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（出所）国土交通省「トラック輸送情報」・日本長距離フェリー協会「トラック航送台数」 

図５ トラックと長距離フェリーの輸送動向の推移（前年同月比伸び率） 

 

表１ 特別積合せ貨物の品目別輸送状況（4 月データ・前年同月と比べての増減） 

品目 主な増減品目 主な増減地域 増減理由 

農水産品 
増    

減  九州 ・工場、生産地からの貨物減 

金属製品 
増  関東  

減 その他の金属製品 北陸信越、中部地方、大阪  

機械 
増 機械部品 ・東京、中国、関東、北越信越、中部地方 ・工場、生産地からの貨物増 

減    

化学 

工業品 

増  中国  

減 その他の化学工業品 関東 ・倉庫から出る貨物減 

繊維 

工業品 

増  愛知  

減 織物 神奈川、関東、北陸信越、近畿 ・倉庫から出る貨物減 

食料 

工業品 

増  福岡 ・工場、生産地からの貨物増 

減 飲料、その他の食料工業品 東京、関東 ・倉庫から出る貨物減 

日用品 

増    

減 
書籍・印刷物、その他の日

用品 
北海道、東北、関東 

・工場、生産地からの貨物減 

・商社、問屋からの貨物減 

・景気の不況 

その他 
増  中部 ・工場、生産地からの貨物増 

減 百貨店配送品 神奈川、全国 ・デパート、スーパーの貨物減 

（注）・「主な増減地域」については、16 地域[全国、6 大都府県（東京、神奈川、愛知、大阪、兵庫、福岡）及び地方運輸局（6 大都府

県を含む場合はそれらをのぞく府県、九州は沖縄を含む）]単位。なお、地方運輸局に 6 大都府県を含む場合は「～地方」と表記してい

る。 

・調査対象 27 社のアンケート回答を国土交通省総合政策局情報政策本部情報安全・調査課がまとめたものから作成。 

（出所）国土交通省「トラック輸送情報」 
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表２ 地方運輸局別一般貨物トラック事業者の輸送状況（前年同月比伸び率） 

           

11  ƶ1.7% 2.3% 5.3% ƶ2.4% ƶ4.6% ƶ4.4% ƶ1.0% ƶ2.1% 2.3% ƶ1.1% 

12  2.0% 3.1% ƶ1.6% 0.7% ƶ6.3% ƶ1.3% ƶ1.8% ƶ2.4% 5.0% 28.1% 

1  11.3% 44.8% ƶ0.2% 2.4% 3.2% 1.5% 1.5% 5.4% 4.4% 0.5% 

2  5.8% 4.7% 3.0% 7.7% 11.1% 10.6% ƶ1.4% 13.5% 4.0% 4.6% 

3  8.9% 6.8% 7.4% 13.3% 14.0% 14.5% 8.6% 11.3% 6.8% 7.8% 

4  6.7% 9.2% 6.0% 6.2% 6.9% 7.1% 2.1% 12.3% 1.9% 4.9% 

（注）・トラック事業者を対象に行ったアンケート調査の回答を国土交通省総合政策局情報政策本部情報安全・調査課が

まとめたものから作成、4 月の回答事業者数 779 社／調査対象事業者数 1,088 社 

（出所）国土交通省「トラック輸送情報」 

 


